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平成２７年度第１回千葉市障害者施策推進協議会議事録 

 

１ 日時  平成２７年８月２６日（水曜日）午後７時０分～午後８時２９分 

 

２ 場所  千葉市総合保健医療センター５階「大会議室」 

 

３ 出席者 

（委 員）入江委員、植松委員、大石委員、小川委員、金子委員、菊池委員、木村委員、 

黒川委員、河野委員、坂井委員、佐久間委員、島田委員、髙木委員、髙野委員、 

高山委員、土屋委員、中村委員、弘中委員、村上委員、村田委員 

（事務局）田辺保健福祉局長、岡部保健福祉局次長、大木高齢障害部長、 

柏原障害者自立支援課長、根岸障害福祉サービス課長、 

佐藤精神保健福祉課長 他８名 

計３４名 

 

４ 議題 

（１）会長の選出について 

（２）副会長の選出について 

（３）第２次千葉市障害者計画の進捗状況について 

（４）第３期千葉市障害福祉計画の進捗状況について 

（５）障害者差別解消法への対応について 

 

５ 議事の概要 

（１）会長の選出について 

   委員の互選により、入江委員を会長とすることに決定した。 

（２）副会長の選出について 

   委員の互選により、土屋委員を副会長とすることに決定した。 

（３）第２次千葉市障害者計画の進捗状況について 

   事務局より、第２次千葉市障害者計画の進捗状況について説明の後、質疑応答が行

われた。 

（４）第３期千葉市障害福祉計画の進捗状況について 

   事務局より、第３期千葉市障害福祉計画の進捗状況について説明の後、質疑応答が

行われた。 

（５）障害者差別解消法への対応について 

   事務局より、障害者差別解消法への対応について説明の後、質疑応答が行われた。 

 

６ 会議経過  別紙のとおり
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午後７時０分開会 

 

（若林障害者自立支援課課長補佐） それでは定刻となりましたので、ただいまから平成

２７年度第１回千葉市障害者施策推進協議会を開催させていただきます。 

私は、本日、司会進行を務めさせていただきます、高齢障害部障害者自立支援課の若林

と申します。どうぞよろしくお願いいたします。 

それでは、会議に入る前にお手元の資料の確認をさせていただきます。はじめに「次第」、

続いて「座席表」、「委員名簿」、「千葉市障害者施策推進協議会条例」、資料１といたしまし

て「第２次千葉市障害者計画の進捗状況（総括表）」、資料２といたしまして「第２次千葉

市障害者計画掲載事業の進捗一覧」、資料３といたしまして「第３期千葉市障害福祉計画の

進捗状況」、資料４といたしまして「障害者差別解消法への対応について」をお配りしてお

ります。資料については、以上でございますが、お手元にそろっておりますでしょうか。 

それでは、会議の開催にあたりまして、保健福祉局長田辺より、ご挨拶申しあげます。 

（田辺保健福祉局長） 皆さん、こんばんは。保健福祉局長の田辺でございます。本日は、

大変お忙しい中、また足元の悪い中、夜分にも関わらずお集まりいただきまして、ありが

とうございます。 

委員の皆様におかれましては、日頃より本市の障害者福祉行政のみならず、市政各般に

わたりご支援・ご協力を賜っておりますこと、心から感謝申し上げます。また、本日は委

員改選後初めての会議でございますが、皆様方には委員就任を快くお引き受けいただきま

して、誠にありがとうございます。 

さて、国におきましては、障害者基本法および障害者総合支援法の改正、障害者差別解

消法の成立、障害者雇用促進法の改正など、障害者施策の充実や見直しが進められており

ます。このような大きな変革の中、昨年度これらの変革を踏まえながら、今後の本市の障

害者施策の方向を示す「第３次千葉市障害者計画及び第４期千葉市障害福祉計画」を策定

いたしました。この策定にあたりましては、当協議会において委員の皆様にご審議をいた

だいたところでございます。 

 本日は、会長および副会長の選任をお願いするほか、昨年度で計画年度の終了を迎えま

した「第２次障害者計画」と「第３期障害福祉計画」の進捗状況の報告、また、本市にお

ける障害者差別解消法への対応についての報告を予定しております。委員の皆様方には、

専門的なお立場から忌憚のないご意見をいただくとともに、皆様のご協力のもと効率良く

会議を進めてまいりたいと考えております。本日はどうぞよろしくお願いいたします。 

（若林障害者自立支援課課長補佐） さて、本日は、委員の改選後、初めての会議でござ

いますので、ここで私から委員名簿の順に委員皆様のご紹介をさせていただきたいと存じ

ます。 

はじめに、一般社団法人千葉市医師会会長、入江康文委員でございます。 

次に、千葉公共職業安定所所長、植松庄次委員でございます。 

次に、一般社団法人千葉市身体障害者連合会副会長、大石千惠委員でございます。 
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次に、千葉市民生委員児童委員協議会副会長、小川日出男委員でございます。 

次に、一般社団法人千葉市歯科医師会会長、金子充人委員でございます。 

次に、千葉市自閉症協会会長、菊池裕美委員でございます。 

次に、千葉市精神保健福祉審議会会長、木村章委員でございます。 

次に、千葉市立養護学校校長、黒川章子委員でございます。 

次に、千葉商工会議所常務理事、河野功委員でございます。 

次に、一般社団法人千葉市身体障害者連合会副会長、坂井和彦委員でございます。 

次に、千葉県弁護士会弁護士、佐久間水月委員でございます。 

次に、千葉市手をつなぐ育成会会長、島田貴美代委員でございます。 

次に、特定非営利活動法人千家連副理事長、髙木信宏委員でございます。 

次に、千葉市知的障害者福祉施設連絡協議会代表、髙野正敏委員でございます。 

次に、一般社団法人千葉市身体障害者連合会会長、高山功一委員でございます。 

次に、千葉市社会福祉協議会会長、土屋稔委員でございます。 

次に、千葉市身体障害者施設連絡協議会副会長、中村政子委員でございます。 

次に、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構千葉支部千葉障害者職業センター

所長、弘中章彦委員でございます。 

次に、淑徳大学総合福祉学部教授、村上信委員でございます。 

次に、千葉大学医学部附属病院准教授、村田淳委員でございます。 

以上、委員２０名でございます。 

続きまして、事務局職員を紹介させていただきます。 

はじめに、さきほど挨拶いたしました、保健福祉局長の田辺でございます。 

次に、保健福祉局次長の岡部でございます。 

次に、高齢障害部長の大木でございます。 

次に、高齢障害部障害者自立支援課長の柏原でございます。 

次に、高齢障害部障害福祉サービス課長の根岸でございます。 

次に、高齢障害部精神保健福祉課長の佐藤でございます。 

その他の職員につきましては、お手元の座席表にてご確認いただき、紹介は省略させて

いただきます。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

なお、本日の協議会でございますが、委員２０名全員のご出席をいただいておりますの

で、千葉市障害者施策推進協議会条例第５条第２項に基づき、会議が成立しておりますこ

とをご報告申し上げます。 

また、本日の会議は、千葉市情報公開条例第２５条に基づき公開となっておりますので、

よろしくお願いいたします。 

それでは、ただいまから議題に入らせていただきます。お手元の次第をご覧いただきた

いと存じます。議題の(１)「会長の選出について」ですが、議事の進行につきましては条

例において会長が行うこととなっておりますが、会長の選出がされるまでの間、田辺保健

福祉局長を仮議長として進行したいと存じますが、よろしいでしょうか。 

≪委員より「異議なし」の声あり≫ 
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（若林障害者自立支援課課長補佐） ご異議がないようですので、田辺保健福祉局長を仮

議長として、議事を進行させていただきます。 

（田辺保健福祉局長） それでは、会長が選出されるまでの間、仮議長を務めさせていた

だきます。会長選出につきましては、千葉市障害者施策推進協議会条例第４条第２項の規

定により、委員の互選で定めることとなっておりますが、いかがいたしましょうか。 

はい、高山委員。 

（高山委員） 身体障害者連合会会長の高山と申します。この協議会の会長は、これまで

市の医師会会長が就任されておりますので、引き続き医師会の会長である入江委員にお願

いしたいと思いますが、いかがでしょうか。よろしくお願いいたします。 

≪拍手≫ 

（田辺保健福祉局長） ただいま、高山委員より、会長に入江委員とのご意見がございま

した。拍手をいただきましたが、ご異議はございませんでしょうか。 

それでは、ご異議がないようですので、入江委員に会長をお願いいたしたいと思います。

入江会長には席をお移りいただきまして、就任のご挨拶をいただき、その後、議事の進行

をお願いしたいと存じます。委員の皆様には、ご協力ありがとうございました。 

（入江会長） ご推挙いただきまして、ありがとうございます。この協議会は、もうすで

に２３年目を迎えているようでございますが、委員の皆さんは関係各分野の専門の方ばか

りですので、それぞれのお立場から存分にご意見をいただきたいと思います。本日はよろ

しくお願いします。 

≪拍手≫ 

（入江会長） それでは、次第に従いまして進めさせていただきます。 

議題(２)「副会長の選出について」でございますが、条例の規定により委員の互選とな

っておりますが、どなたかご推挙はございますか。はい、髙野委員。 

（髙野委員） 髙野です。成年後見や各種ボランティア事業などを通じ、障害者の実態な

どにも詳しい、社会福祉協議会の会長である土屋委員に引き続きお願いしたいと思います。 

（入江会長） ただいま、土屋委員を副会長にとのご意見がございました。ご異議はござ

いませんでしょうか。 

≪「異議なし」の声あり・拍手≫ 

（入江会長） はい、ありがとうございます。それでは、土屋委員に副会長をお願いいた

します。土屋副会長には席をお移りいただきまして、就任のご挨拶をいただきたいと思い

ます。 

（土屋副会長） 皆様のご推挙を受けまして、副会長を務めさせていただくことになりま

した千葉市社会福祉協議会の土屋でございます。微力ではございますが、少しでも入江会

長のお力になれるように努めてまいりますので、円滑なる議事の運営に委員皆様方のご協

力をお願いし、ご挨拶とさせていただきます。どうぞよろしくお願いいたします。 

（入江会長） はい、ありがとうございました。 

 それでは、議題(３)「第２次千葉市障害者計画の進捗状況」につきまして、事務局から

ご説明をお願いします。 
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（柏原障害者自立支援課長） 障害者自立支援課長の柏原でございます。議題の（３）、「第

２次千葉市障害者計画の進捗状況について」のご報告をさせていただきます。座って説明

させていただきます。 

なお、本日の会議では、障害者計画は「者計画」と、次の議題（４）でご報告する障害

福祉計画は「福祉計画」と略して、説明させていただきます。 

それでは、お手元の資料１「千葉市障害者計画の進捗状況（総括表）」をご覧ください。

表題の下に記載しておりますように、「者計画」の計画年度は、平成２３年度から平成２６

年度となっておりまして、第２次者計画の計画達成状況として報告するものでございます。 

なお、者計画には具体的な数値目標を定めておりませんが、昨年度までと同様に、本市

が実施している事務事業評価における目標値に対する実績により、本計画の進捗状況を報

告するものです。 

次に、評価の基準についてですが、平成２６年度の目標値に対し、平成２６年度末の実

績が、１００％を超える事業は「◎」、７５％以上から１００％以下の事業は「○」、７５％

未満の事業は「△」と、３段階で評価しました。 

次に、総括表の構成ですが、左側に計画の体系として６つの基本目標ごとに事業番号と

事業数を、右側に評価として３段階ごとの事業数とその割合を記載してございます。なお、

評価の欄の右端、「対象外」についてですが、計画年度の途中で制度改正等により事業の統

合等があり、評価の対象外となった事業は「対象外」として整理しております。 

一番下の、合計の欄をご覧ください。者計画に掲載した事業数は１５３事業、このうち、

「◎」が３０事業、「○」が１０５事業、「△」が１２事業となっております。本計画の評

価ですが、「◎」と「○」の評価を合わせますと、１３５事業、全体の約８８．２％となっ

ており、概ね計画どおりに目標が達成できたと考えております。 

続きまして、１枚めくっていただきまして、資料２「第２次千葉市障害者計画掲載事業

の進捗一覧」に沿って、事業ごとの達成状況をご説明いたします。 

まず、この一覧表の構成ですが、表の一番上、左から「基本目標」「項目」「事業名」「事

業内容」、計画の達成状況を算出するための「指標名」と「単位」を記載してございます。

さらに「平成２２年度から平成２６年度までの実績」、「平成２６年度の目標値」を記載し、

「平成２６年度の達成評価」では「◎」「○」「△」によって評価結果を記載しております。

なお、最後の欄は事業の所管課となります。 

では、説明に入りますが、計画事業数がかなり多いことから、平成２６年度の達成評価

の欄に、「○」がついている事業のうち、目標と実績に大きな開きがある事業、そして「△」

がついている事業を中心に説明させていただきます。 

まず、事業番号１「障害者相談支援事業」です。この事業は「○」ですが、平成２６年

度の目標値と実績に大きな開きがございます。「○」の理由でございますが、この事業は目

標設定した当時と現在とでは相談件数のカウントの方法が異なっており、実利用者数や平

成２４年度から始まった「特定相談支援事業」における計画作成数等から総合的に判断し、

「△」には当たらないとして「○」としたものです。 

次に、事業番号６「精神保健福祉相談事業」です。この事業も目標値と実績に開きがあ
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りますが「○」としております。理由でございますが、本事業は医師による相談件数を指

標としておりますが、平成２３年度から精神保健福祉士も相談を受けることが可能となり、

精神保健福祉士も含めた相談件数全体を見ると大幅に増えていることから、早期発見、早

期治療、社会復帰の促進といった目的は達成されていると判断し「○」としたものです。 

１枚めくっていただきまして、３ページ、上から２番目の事業番号２４「デイケアクラ

ブ事業」です。この事業は、各区の保健福祉センターにおいて各２０人を定員として実施

している事業であるため、平成２６年度の目標値を最大利用者数の１２０人としていまし

たが、医療機関のデイケアや就労系の障害福祉サービス事業所など、精神障害者が利用で

きるサービスの選択肢が増えていることから、実利用者数が増えなかったものと考えてお

ります。 

次に、事業番号３０「地域活動支援センターの整備」です。この事業の指標を、Ⅱ型、

Ⅲ型の実利用者数としましたが、ワークホーム等から地域活動支援センターへの移行が見

込みほど進まなかった一方、地域活動支援センターから就労継続支援Ｂ型事業所への移行

が進んだことにより、事業所数が増えなかったため、実利用者数が増えなかったものです。 

２枚めくっていただきまして、６ページ、１番上の事業番号５８「訪問指導事業」でご

ざいます。本事業の目標値については、健康管理上の問題を抱える４０歳から６４歳まで

の方を対象に、この事業に参加し得る職員全員によって訪問できる最大数とする、高い目

標を掲げていたため、目標と実績の差が大きい状況のまま、推移してきました。なお、平

成２６年度実績が減少した理由として、電話相談や窓口相談の中で、訪問看護や障害福祉

サービスなどによる対応を提案することにより、訪問指導に至らなかったと考えておりま

す。今後も、必要に応じ、訪問等により支援して参ります。 

次に、事業番号６１「訪問歯科診療事業」でございます。この事業の利用にあたっては、

付き添いを行う方がいて移動が可能な方の場合、より診療資機材が充実している休日救急

診療所での歯科診療をご案内していることから、目標値に達しなかったものと考えており

ます。なお、平成２３年度から増加傾向にあることから、今後も本事業の周知に努めて参

ります。 

次に、事業番号６６「大宮学園運営事業」でございます。平成２２年度から平成２４年

度までは平成２６年度目標を上回っておりましたが、平成２５年度からは実績が大きく減

少しております。これは、障害児保育の充実により、一般保育所を利用する障害児が増加

したことが原因と考えております。 

次に、７ページ、１番下になります。事業番号８０「障害のある子どもの学校生活サポ

ート事業」でございます。この事業は「○」ですが、平成２６年度の目標値と実績に大き

な開きがございます。「○」の理由でございますが、平成２６年度において、この事業の利

用申請があった支援を必要とした全ての児童に対応したことから、「△」には当たらないと

して「○」としたものです。 

１枚めくっていただきまして、９ページ、真ん中の事業番号９４「障害者就労支援講座

の開催」でございます。本事業は、就職を希望する特別支援学校高等部生徒を対象に、パ

ソコンの基本操作等の技能を習得する講座として取り組んで参りましたが、各特別支援学
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校等で同様のカリキュラムを実施していることから、平成２５年度末をもって本事業を終

了したものです。 

１枚めくっていただきまして、１０ページ、上から３番目、事業番号１０２「福祉作業

所運営事業」でございます。亥鼻・鎌取の両福祉作業所の利用者数ですが、平成２３年度

以降、健康状態の変化や加齢により、年々一人あたりの通所日数が減少している一方で、

年度途中から利用を開始しようとする方もいないことから、利用者数が減少したものです。 

１枚めくっていただきまして、１２ページ、上から２番目、事業番号１２２「市民活動

センターの運営」でございます。この事業は、平成２４年度に事業番号１２３「ボランテ

ィアズカフェ」と統合され、「市民活力創造プラザ」としてリスタート、また、平成２６年

度から指定管理者制度を導入し、名称を「千葉市民活動支援センター」に変更しておりま

す。なお、目標値については統合前の２施設を合算した数値としており、統合後の実績が

これを下回っているため「△」の評価といたしましたが、平成２５年度に比べて平成２６

年度の実績は増加しており、今後も利用者の増加に努めて参ります。 

次に、事業番号１２４「療育センターにおけるボランティア養成等事業」でございます。

この事業は、全講習会の定員総数の約８０％である２，７００人を目標値とし、平成２２

年度実績よりも４２３人の増加を目指しましたが、講習会参加者数は、ほぼ横ばいとなっ

ていることから「△」の評価といたしました。講座の種類によっては、目標値を達成して

いるものもございますが、今後も参加者を増やすため、一層の周知に努めて参ります。 

次に、事業番号１２９「障害者等住宅改造相談事業」です。１級建築士の資格を持つ福

祉・介護に精通した専門相談員が相談者の居宅を訪問し、身体状況等に応じて改造方法・

福祉用具・費用などについて提案するというものですが、訪問相談の実施件数が、平成２

５年度、平成２６年度と大きく落ち込んでおります。実際には、この訪問相談に至るまで

の電話相談において解決する事例も多くございますが、今後も市政だより等による一層の

周知に努めて参ります。 

次に、１３ページ、真ん中の事業番号１３８「歩道の改良」でございますが、設置距離

数が目標値に達していないため、「△」の評価といたしました。なお、誘導用ブロックの設

置工事にあたり、歩道の段差解消等も併せて行う必要があり、施工に時間を要するため目

標値に達しませんでしたが、今後も誘導用ブロックの整備を進めるとともに、既存の誘導

用ブロックの補修、改善について対応して参ります。 

１枚めくっていただきまして、最後のページ、１４ページの１番上、事業番号１４５「市

民防犯活動の支援」でございますが、支援団体数の実績が目標値に達していないため「△」

の評価といたしました。今後は、事業の周知により新規の結成を促すとともに、既存団体

の支援のための制度改正を検討して参ります。 

以上で、議題（３）「障害者計画の進捗状況」の説明を終わります。 

（入江会長） ただいまの説明に対しまして、ご質問・ご意見等ございましたら、お願い

いたします。はい、高山委員どうぞ。 

（高山委員） はい、千葉市身体障害者連合会の高山です。１０ページの１０４番と１０

９番は、連合会が委託を受けて実施している事業なのですが、実施目標に対して事業を実
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施したということなので、基準でいくと１００％なので「○」となりますが、１００％を

超える数字には絶対にならない事業です。私たち受託者としてみれば「◎」や「花マル」

でも良いのではないかという気がします。その辺りの基準をもう一度教えていただきたい

ということが、一点目です。 

 もう一点は、１３ページの事業番号１３５「学校エレベーターの設置」です。生徒の中

で車椅子を利用している児童がいるということから、通学またはこれから通学を予定して

いる学校について、必要性を認めてエレベーターを付けるということですが、保護者はど

うなのでしょうか。保護者にも車椅子をお使いの方がいるのではないかと考えた時に、そ

ういうことも考慮するべきではないかと思います。その辺について、教えていただきたい

と思います。よろしくお願いいたします。 

（入江会長） はい、ただいまの２点について、事務局から説明をお願いいたします。 

（柏原障害者自立支援課長） 障害者自立支援課長の柏原でございます。 

最初に「障害者福祉大会」と「社会参加推進センター運営事業」について、実施の「○」

の考え方でございます。ご指摘のとおり、本事業を一生懸命実施していただいた結果とし

て「花マル」というご意見もあったのですが、計画事業としては、より一層の拡充、例え

ば参加者数を倍にするなどの行動目標等があった上に、それをまたさらに上回った場合に

「◎」という形にさせていただいております。ですから、既存事業を充実したものにして

いただいているご努力はよく理解しておりますが、計画の進捗状況の表記としては、それ

を継続的にきちんとやっていただいているとして「○」という判断をさせていただいてい

るところです。この２事業に関して申しますと、やはり今後は障害者への理解を一層推進

するべきであるという部分もございます。開催方法等については、今後の拡充等の余地が

ございましたら、もちろん今後も委託先の連合会と協議をさせていただいて、「◎」になる

ような努力を検討してまいりたいと思います。よろしくお願いいたします。 

 続きまして、学校エレベーターの設置についてでございます。今、高山委員からご指摘

がありましたように、まず小学校に関しましては様々な改修をさせていただいているのが

市教育委員会の実情でございます。耐震改修から始まりまして、やはり学校施設というこ

とで、求められる様々な用途の中で、基本的には通学する児童を中心にエレベーターを設

置するというように聞いております。大変厳しい経済状況ではございますが、今回の協議

会において、委員から、今後の高齢化社会に向けて、車椅子を利用する保護者への配慮に

ついても考えた方が良いのではないか、という意見があった旨は、所管課に伝えておきた

いと思います。ご意見ありがとうございます。 

（入江会長） 高山委員、いまの説明でよろしいでしょうか。 

（高山委員） はい、ありがとうございます。 

（入江会長） その他、ご意見等はございますか。はい、大石委員。 

（大石委員） 身体障害者連合会の大石です。これは質問というよりも、視覚障害者の立

場での希望です。 

一つ目は、６４番「重度障害者入院時コミュニケーション支援事業」についてです。こ

れは、コミュニケーション事業ということで、おそらく手話通訳に関する事業かと思いま
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すので聞こえない方に対する支援かと思います。このような支援があるのであれば、視覚

障害者に対する入院時の支援も一つ事業があって欲しいと思うのです。というのは、私た

ちが入院した時に、入院先では通路にワゴンがあったり車椅子があったりするから、トイ

レに行くためだけでも看護師を呼んでください、と言われて一歩も自由に病室から動けな

いのです。 

私たちの団体は全国組織で、「在宅時に利用しているホームヘルパーを、入院先でも利

用させてもらいたい」と要望を伝えましたが、厚生労働省からは「それは看護助手の仕事

である」ということでした。しかし、実際の病院の現場で、そこまでやってくれる看護助

手なんてどこの病院にもいないのです。たまには外の空気も吸いたいし、売店に行って買

い物をしたいのですが、そういう自由が全く無いのです。ですから、この聴覚障害者に対

するコミュニケーション事業があるのなら、同じような立場として視覚障害者の院内の移

動支援事業もあって欲しいという希望です。 

二つ目は、８０番「障害のある子どもの学校生活サポート事業」についてです。こちら

は通常学級に在籍する肢体不自由児や難聴児等の学校生活支援のようですが、ここにもど

うして視覚障害のある児童は入らないのかという疑問があります。というのは、今、自分

の地域の小学校に通いたいという児童の希望が非常に多いのです。もしかしたら、全盲の

子どもに対しては、点字の指導から行うのはすごく大変ということも理由にあるでしょう

が、例えば弱視の子どもなら教科書を拡大してあげるとか、野外活動の時に一緒に付いて

いってあげるとか、そういうサポートをすることで、地域の学校に行ける視覚障害児の希

望がもっとたくさん叶うと思うのです。この辺りは、視覚障害者の児童も対象にすること

を考えていただきたいと思います。 

三つ目は、４４番「生活サポート事業」についてです。いま、このような状況にある方

がいます。今までは障害者総合支援法で１時間３０分の家事援助を受けていたが、６５歳

になり介護保険に移行したところ１時間になってしまった、ということです。これまで受

けていたうちの３０分が受けられなくなってしまったので、その分は自費で受けなければ

ならない、という話でした。介護保険への移行は、本人が望むか望まないかに関わらず移

行するものだが、今回のようなケースで受けられなくなった３０分の支援もここに含めて

ほしいと思いました。 

最後に四つ目は、毎年、行政の方と一緒に交通安全総点検ということを実施しています

が、点検自体は民間事業者に委託しているようで、点検後に事業者から「この点とこの点

に問題がありましたので、市へ報告をしました。」というところまでは教えていただくので

すが、その後、市から検討の結果や対応結果などの回答も欲しいと思います。 

以上、４点を希望します。よろしくお願いします。 

（入江会長） はい、ありがとうございました。大石委員が仰っているように、計画の進

捗状況についての報告内容に対するご意見・ご質問ではなくて、今後のご希望ということ

で承ります。 

 第１点目の「入院時の体制」について、私の知っている範囲で簡単にお答えいたします

が、いま病院の機能は、急性期病床とか慢性期病床というようにいくつかに分類されてい



- 10 - 

ます。長期入院が可能な療養型病床では身体障害度の高い方が長期入院をされるので、ヘ

ルパーもたくさん配置されています。急性期病院は概ね２週間以内に検査をしたり手術を

したりして退院していく施設ですから、ヘルパーの配置はさきほどより少ないです。そう

いうわけで、病院の在り方によって職員の配置が異なります。今回のお話は、我々医師会

の方でもまた考えておきたいと思います。 

それから看護師の仕事ですが、今は分業化されてきています。看護師というのは国家資

格を持った専門職ということで、なかなか皆さんが考えているようにオールマイティーに

すべてを介護するという形ではなくなってきて、介護職との分担も進んでおります。その

辺の業務の分担などの兼ね合いについても考えていかなければなりません。 

ですから、第１点目の内容は私の方で承って検討させていただきます。２点目から４点

目につきましては、今後の施策の方向として柏原課長が十分承っておられると思います。

私からもよろしくお願いいたします。 

 それでは、他にご意見等ございますでしょうか。木村委員、どうぞ。 

（木村委員） 精神保健福祉審議会の木村でございます。３ページの２４番「デイケアク

ラブ事業」についてですが、各保健福祉センターには、現在、この事業を法的に実施する

義務があるのでしょうか。というのは、この事業は非常に中途半端で、もう存在意義があ

るのかどうかよくわからないのです。おそらく、これは事業番号２３「精神障害者の社会

復帰支援」とセットの事業だと思うのです。そして、２３番の地域移行が「○」というの

も、病床利用率を見ると地域移行が進んでいるとはとても思えないのです。こうしたこと

から、２３番についてはもう少し具体的に地域移行、社会復帰ということに対して具体的

な施策をお願いしたいと思います。２４番については、もう存在感がなくなったのではな

いかと考えますが、いかがでしょうか。法的義務なのでしょうか。 

（入江会長） はい、それでは事務局から説明をお願いします。 

（佐藤精神保健福祉課長） 精神保健福祉課の佐藤です。２４番の「デイケアクラブ」に

つきましては、法的義務というものは特にございません。当初この事業を始めました時に、

クリニックや医療機関のデイケアが少ないこと、クリニックや医療機関のデイケアに行き

たくても通えない、という方々が多かったものですから、少しでもそういう方を行政でフ

ォローできたらということで、始めさせていただいた事業です。 

今、委員がおっしゃったように、最近は本当にクリニックとか医療機関のデイケアが充

実してきているので、もう出番はないのかという気も少しいたします。ただ、そのなかで

もなかなかそこに行きつけない方が時々いらっしゃるので、そういった方々に窓口でお会

いした時に「この区でやっているデイケアクラブへのご参加はどうですか」とご案内する

ことで、少しずつ社会へ出て来ていただくような声かけをしているのが実情でございます。

今後、検討していかなければいけないということは、我々も認識しているところです。 

（根岸障害福祉サービス課長） 障害福祉サービス課長の根岸でございます。続いて２３

番の「精神障害者の社会復帰」についてです。地域移行支援という事業ですが、長期入院

をしている方が地域移行をするにあたって、相談をおこない、計画を立てる者が住宅を探

したり必要なサービスを利用できるように方向付け・結び付けをする、というものでござ
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います。本市においては、あまり実績は伸びていないのが実態でございますが、これは本

市だけでなく全国的にも低調な状況にございます。今後、精神科病院のソーシャルワーカ

ーに対して本事業についての周知に努め、もっと利用が進みますよう努めてまいりたいと

考えております。以上でございます。 

（入江会長） 木村委員、よろしいですか。 

（木村委員） 私の勘違いなのかもしれませんが、この社会復帰支援についての県と市の

足並みの問題です。県はかなり具体的に動いていて、市の方がちょっと遅れていると。遅

れているのかよくわかりませんが、いつも精神科の場合には県が先で、市がどうしても置

いていかれているようなので、この辺を市にも積極的にやっていただきたいと考えていま

す。 

 それから、大変失礼ですが、こうした事業をワーカーに周知する、というのは逆であっ

て、こうした事業について、我々病院のワーカーの方がよく知っているのではないかと思

います。 

（入江会長） 精神科に入院している患者さんについて、条件が整えば退院が可能、とい

う判断は主治医がされるのですか。 

（木村委員） 国のほうが、今、かなり具体的な方法として、精神科を医療施設ではなく

病院にしようということで、重度かつ慢性、つまり重症で慢性の人だけが病院機能の中に

残って、それ以外の方は地域移行もしくは施設移行か社会復帰というような形になるので

す。未だ国から具体的な形が示されていないことが、現在の医療関係者の懸案ではありま

すが、検討中ということなのでそろそろ示されるのかなと考えています。 

（入江会長） はい、ありがとうございました。今のお話を聞いていて、病院から退院さ

せて地域に戻した時に、その人を戻した責任が誰にあるのかということは、大変難しい問

題ですね。 

 それから、先ほど木村委員もおっしゃっていたように、県と市の足並みについては、私

も時々悩むことがあります。政令市の中で、政令市と県の立場はどういう関係になるのか

わかりにくいところが時々出てまいります。この辺もまた市の方で検討してみてください。 

 他にご意見はございませんでしょうか。はい、坂井委員。 

（坂井委員） 千葉市身体障害者連合会の坂井と申します。事業番号１３８「歩道の改良」

についてです。見えない人たちのための黄色い点字ブロックを含めて、街づくりが良くな

ってきましたが、我々聴覚障害者にとっては、少し心配な部分もあります。それは、広い

歩道では自転車も歩道を通れることについてです。聞こえない私達は、歩いている後ろか

ら来る自転車に気付くことができず、ぶつかってしまう心配があります。例えば、子ども

を乗せたお母さんは歩道を走ることが多いのですが、それとぶつかるのではないか、と心

配になることがあります。歩道の改良ということについて、黄色い点字ブロックだけでは

なく、我々聞こえない者のための対応も考えていただきたいと思います。以上です。 

（入江会長） はい、これもご質問というよりはご希望なので、事務局で承っておいてい

ただきたいと思います。 

他に、ご質問はありますか。無ければ次にまいります。 



- 12 - 

議題の(４)「第３期千葉市障害福祉計画の進捗状況について」、事務局からご説明をお願

いします。 

（柏原障害者自立支援課長） 障害者自立支援課長の柏原でございます。議題の（４）、「第

３期千葉市障害福祉計画の進捗状況について」の報告をさせていただきます。座って説明

させていただきます。 

お手元の資料３、「第３期千葉市障害福祉計画の進捗状況」をご覧ください。 

まず、ローマ数字のⅠ「指定障害福祉サービス」についてです。この表の構成ですが、

表の左側から「サービスの種類」「サービスの内容」を記載しております。真ん中には、各

年度におけるサービス量の実績を上段に、見込み量を下段に記載しております。この数値

は、毎年度１０月分のサービス量を基準に、左から第２期計画の最終年度の平成２３年度

を記載し、第３期計画の計画期間である平成２４年度から平成２６年度までについて記載

しております。表の右側に、考察として、見込量に対する実績について、「◎」「○」「△」

とそれぞれ評価しておりますが、先ほどの者計画の評価基準とは異なり、福祉計画では、

「◎」は見込量の１５０％以上、「○」は見込量の７５％以上１５０％未満としております。

なお、「△」は７５％未満としております。サービスの種類は、「訪問系サービス」「日中活

動系サービス」「居住系サービス」と、それぞれグループ分けしております。 

それでは、訪問系サービスからご説明いたします。このグループは、ホームヘルパーが

家庭を訪問するなどして支援を行うサービスのグループで、居宅介護など５種類のサービ

スがございます。 

平成２６年度実績ですが、「重度訪問介護」が見込みを大きく上回りました。これは、

平成２６年度から対象者が拡大され、知的障害者及び精神障害者も対象となったことが要

因と考えております。 

また、上から４番目の「重度障害者等包括支援」は、実績はございませんでした。本事

業は全国的にも事業者が極めて少なく、県内においても事業所がない状況です。 

次に、日中活動系サービスです。このグループは、昼間、障害福祉サービス事業所に通

い、リハビリなど自立した生活をするための訓練や就労のための訓練などを提供するサー

ビスのグループで、生活介護など９種類のサービスがございます。 

平成２６年度の実績ですが、概ね計画値を超える実績となっておりますが、自立訓練の

「生活訓練」は、現行の法体系以前の旧法施設からの移行が見込みどおりに進まなかった

ことから実績を下回っております。 

また、「就労移行支援」と次のページ１番上の「就労継続支援Ａ型」が事業所数の大幅

な増加により、見込みを大きく上回りました。 

なお、上から３番目の「療養介護」ですが、児童福祉法の改正により、障害児施設に入

所している１８歳以上の大人の方が利用するサービスが平成２４年度から障害者総合支援

法の「療養介護」に移行したため、大幅に計画値を上回っております。 

最後に、居住系サービスです。このグループは、居住の場を提供するサービスのグルー

プで、共同生活介護（ケアホーム）、共同生活援助（グループホーム）、施設入所支援がご

ざいます。なお、平成２６年度から、ケアホームはグループホームに一元化されたため、
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見込み、実績ともに両サービスを合計して記載しています。平成２６年度の実績ですが、

いずれも概ね計画値どおりとなっております。 

次に、ローマ数字のⅡ「指定相談支援」です。これには、計画相談支援、地域移行支援、

地域定着支援の３事業がございます。 

平成２６年度の実績ですが、「計画相談支援」は見込みを下回っております。要因です

が、十分な報酬が確保されていないことから、民間事業者の参入が進まなかったためと考

えております。 

また、「地域移行支援」も見込みを下回っております。要因ですが、主に精神科病院か

らの退院者を対象としておりますが、精神科病院の相談室等が本事業の役割を果たしてい

るため、見込みを下回ったと考えております。 

以上が、障害福祉サービスと指定相談支援の進捗状況でございます。 

続いて、２枚目にまいりまして、ローマ数字のⅢ「地域生活支援事業」についてご説明

いたします。この表の構成ですが、表の左側から「事業名」「事業内容及び対象者」を記載

し、「各年度におけるサービス量の見込量と実績」については、年間の事業量について、平

成２３年度から平成２６年度までの各年度について、上段には実績を、下段には見込量を

記載してございます。 

地域生活支援事業は、大きく「１ 必須事業」と「２ 任意事業」に分かれております。 

まず、「１ 必須事業」ですが、概ね見込量に近い実績となっております。 

なお、この表の下から３番目にございます「（５）地域活動支援センター」の②Ⅱ型、

③Ⅲ型の箇所数ですが、見込みを下回っております。Ⅱ型につきましては、地域活動支援

センターから就労継続支援Ｂ型事業所への移行が進んだことにより、また、Ⅲ型につきま

しては、ワークホーム等からの移行が見込みほど進まなかったこと、就労継続支援Ｂ型事

業所への移行が進んだこと、などが要因としてあげられます。 

次に、裏面の「２ 任意事業」です。 

上から３番目、「（３）更生訓練費支給事業」は、訓練日数に応じた定額の給付を行って

いたものですが、事業の見直しにより、平成２４年度から訓練に必要な物品を実際に購入

した場合にその金額を助成する方法へ変更いたしました。この制度見直しにより実利用者

が大幅に減少しているものです。 

次に「（４）知的障害者職親委託制度」は、障害者の就労を支援する機関や相談に応ず

る機関の整備が進んできたため、制度そのものに対する需要が減少しているものと考えら

れます。 

次に「（６）日中一時支援事業」は、児童福祉法の一部改正に伴い、平成２４年４月よ

り日中一時支援の放課後対策型が児童福祉法上のサービスとして開始されたため、利用者

数が大きく減少いたしました。しかし、その後においても利用者数は着実に増加している

状況です。 

次の「（７）生活サポート事業」は、障害程度区分認定が非該当となった障害者に対し、

ホームヘルパーを派遣し、生活支援及び家事援助を行うというものですが、障害福祉サー

ビスの支給申請をしてから決定が出るまでの間、すぐに支援が必要な方に対して、前倒し
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でサービスを提供する、つなぎ的な利用が多かった事業でした。そのため、支給決定事務

を速やかに行うことに努めた結果、この事業に対する需要が減少してきているものと考え

られます。 

以上が、地域生活支援事業の進捗状況でございます。 

次に、最後のページになりますが、第３期福祉計画の平成２６年度目標値の進捗状況に

ついてご説明いたします。 

まず、左側の表「１ 福祉施設の入所者の地域生活への移行」ですが、一番左に「目標

値」が示されております。平成２６年度末までに入所施設から４３６人以上を地域生活へ

移行させるというものでございます。この目標は、国が示す基本方針に沿って定めること

とされており、第３期の目標値については、平成２６年度末までに平成１７年１０月１日

時点の施設入所者の３割以上を地域移行させる、という指針が国から示されました。国の

基本方針に沿った場合、本市の目標値は２４０人となり、平成２３年度末時点で既に２７

５人が地域移行していることから、本市独自の上乗せをいたしまして、平成２４年度から

２６年度までの３年間で、平成１７年１０月１日時点の施設入所者数の２割、数で言いま

すと１６１人以上を新たに地域移行させ、平成１８年度からの累計で４３６人以上を地域

移行させることを目標としたところです。実績ですが、平成２６年度の地域移行者数は３

９人、進捗率９０．４％となりました。今後も、引き続きグループホーム等居住の場の整

備の促進を図るとともに、地域相談支援をはじめ各相談機関や支援事業の充実に取り組み、

より一層の地域移行が進むよう努めて参ります。 

続きまして、右側の「２ 福祉施設から一般就労への移行者」でございます。この目標

値も、国が示す基本指針に沿って定められておりまして、平成１７年度の年間の一般就労

移行者数、本市の場合１１人ですが、この４倍以上、つまり４４人以上を最終年度の平成

２６年度に一般就労させることとしたところです。平成２６年度の実績は５０人となり、

第３期の計画期間では全ての年度において目標を上回ることができました。今後も障害者

の就労支援の拡充に努めて参ります。 

以上が、第３期千葉市障害福祉計画の進捗状況でございます。今後も事業者への情報提

供に努め、事業者の一層の参入を促進するなどにより、サービス量の確保に努めてまいり

ます。以上で説明を終わります。 

（入江会長） はい、ありがとうございました。議題(４)のご説明に対してご意見がござ

いましたら挙手をお願いします。島田委員どうぞ。 

（島田委員） 千葉市手をつなぐ育成会の島田です。今のご説明の中で、就労移行支援と

就労継続支援Ａ型の数値がかなり伸びているとのことでした。また、最後のページの福祉

施設から一般就労への移行についても多かったという結果になっています。この資料だけ

で見る限りは、Ａ型事業所が増えたことによる結果なのではないかという印象を得ている

のですが、その辺のところはいかがでしょうか。 

（入江会長） はい、事務局からご説明をお願いします。 

（根岸障害福祉サービス課長） はい、障害福祉サービス課の根岸でございます。就労継

続支援Ａ型ですが、給料が高いことからニーズがあるということと、事業者としても収益
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の高い事業であるということで、事業所数が増えている結果、就労継続Ａ型の利用は非常

に増えていると判断しております。就労移行支援についても事業所数がかなり増えてきて

おりまして、パソコンの訓練等を通じて就労に結びついているということでこのような高

い目標値がクリアできたと考えております。 

（入江会長） 島田委員、よろしいですか。 

（島田委員） Ａ型が増えていくのはとても嬉しいことですが、日本全体で労働力が不足

している現状において、知的障害のある方のなかには、健康な方で少しの支援があれば働

けるという方もたくさんいらっしゃいます。そういう方は労働力として十分に期待ができ

ると思いますので、一般企業への就労についてもできるだけご支援をいただければと思い

ます。よろしくお願いいたします。 

（入江会長） 今のご意見は雇用・労働の分野についてですね。経済状況によって大きく

左右される部分だと思いますから、日本全体の景気が上向きになってほしいところですね。 

その他にご意見はございますか。よろしいですか。では、議題(４)は、これで終わりま

す。 

続きまして、議題(５)「障害者差別解消法への対応について」のご説明をお願いします。 

（柏原障害者自立支援課長） 障害者自立支援課長の柏原でございます。議題の（５）「障

害者差別解消法への対応について」の説明をさせていただきます。座って説明させていた

だきます。 

それでは、お手元の資料４「障害者差別解消法への対応について」に沿って説明させて

いただきます。 

左上をご覧ください。まず、「１ 障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方

針の概要」です。平成２７年２月、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律の規

定に基づき、基本方針が閣議決定されました。この基本方針は、第１から第５で構成され

ております。第１から順に概要を説明いたします。 

それでは「第１ 障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策に関する基本的な方

向」です。 

「１ 法制定の背景」ですが、ここでは、障害者差別解消法の成立と基本方針の考え方

を説明しております。記載内容を読み上げますと、平成２６年１月に障害者権利条約を締

結、平成２３年の障害者基本法改正において差別の禁止を基本原則として規定し、同原則

の具体化のため、平成２５年に障害者差別解消法が成立いたしました。 

「２ 基本的な考え方」ですが、法は行政機関等及び事業者に対し、障害者差別解消に

向けた具体的取組を求めるとともに、普及啓発活動等を通じて、障害者も含めた国民一人

ひとりによる自発的な取組を促しています。そこで、この取組みにあたり、基本方針に即

して、行政機関等は職員の取組に資するための「対応要領」を、主務大臣は事業者の取組

に資するための「対応指針」を、具体例も盛り込みながら作成することとなりました。法

の施行後も既存の差別解消に関係する条例は引き続き効力を有し、また、新たに制定する

ことも制限されないこととされています。 

次に、「第２ 行政機関等及び事業者が講ずべき障害を理由とする差別を解消するため
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の措置に関する共通的な事項」です。 

まず、「１ 法の対象範囲」です。「（１）障害者」ですが、身体障害、知的障害、発達

障害を含む精神障害者、その他心身の機能の障害がある者であって、障害及び社会的障壁

により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるもの、としていま

す。これらの考え方は「社会モデル」の考え方を踏まえており、いわゆる障害者手帳の所

持者に限られないこととされています。また、特に女性の障害者と障害児への配慮の必要

性に留意することが求められています。 

「（２）事業者」ですが、商業その他の事業を行う者であり、目的の営利・非営利、個

人・法人の別を問わず、同種の行為を反復継続する意思をもって行う者とされています。 

「（３）対象分野」ですが、日常生活及び社会生活全般に係る分野が広く対象となりま

す。なお、カッコに記載しております「雇用分野における障害者差別解消の措置」につい

ては障害者雇用促進法の定めるところによることとなります。 

次に、「２ 不当な差別的取扱い」です。「（１）不当な差別的取扱いの基本的な考え方」

ですが、障害者に対して、正当な理由なく、障害を理由として、財・サービスや各種機会

の提供を拒否、場所・時間帯などを制限、障害者でない者に対しては付さない条件を付け

ること、などによる、障害者の権利利益の侵害を禁止しています。 

「（２）正当な理由の判断の視点」ですが、当該取扱いが客観的に見て、正当な目的の

下に行われ、その目的に照らしてやむを得ないと言える場合は正当な理由に相当するとさ

れています。 

次に、「３ 合理的配慮」です。「（１）合理的配慮の基本的な考え方」ですが、障害者

から現に社会的障壁の除去を必要としている旨の意思の表明があった場合に、障害者の権

利利益を侵害することとならないよう、社会的障壁を除去するための必要かつ合理的な取

組であり、その実施に伴う負担が過重でないものとされています。合理的配慮は多様かつ

個別性の高いものであり、社会的障壁の除去のための手段及び方法について、代替措置の

選択も含め双方の建設的対話による相互理解を通じて、必要かつ合理的な範囲で柔軟に対

応がなされるものとされています。 

「（２）過重な負担の基本的な考え方」ですが、過重な負担については、行政機関等及

び事業者において、個別の事案ごとに事務・事業への影響の程度、実現可能性の程度、費

用・負担の程度、事務・事業規模、財政・財務状況等を考慮し、具体的場面や状況に応じ

て総合的・客観的に判断することが必要となります。また、行政機関等及び事業者は、過

重な負担に当たると判断した場合は、障害者にその理由を説明するものとし、理解を得る

よう努めることが望ましいとされています。 

資料の右の方に移りまして、次に「第３、４ 行政機関等、事業者が講ずべき障害を理

由とする差別を解消するための措置に関する基本的な事項」です。第３が行政機関等、第

４が事業者であり、ほぼ内容が重複していることから、説明資料としては、一本化してお

ります。まず、「１ 基本的な考え方」です。先ほどご説明しました、不当な差別的取扱い

と合理的配慮について、行政機関等ではどう義務付けられているかについてです。不当な

差別的取扱いの禁止については、行政機関等及び事業者において一律に法的義務となりま
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す。一方、合理的配慮の提供については、行政機関等は障害者差別の解消に率先して取り

組む主体として法的義務ですが、事業者は障害者との関係が分野、業種、場面、状況によ

り様々であり、努力義務とされています。 

次に、「２ 対応要領と対応指針」についてです。「（１）対応要領と対応指針の位置付

け及び作成手続」ですが、行政機関等の長は職員が遵守すべき服務規律の一環として「対

応要領」を、主務大臣は事業者の適切な対応・判断に資するものとして「対応指針」を作

成します。行政機関等の長は対応要領の作成にあたり、障害者その他の関係者を構成員に

含む会議の開催、障害者団体等からのヒアリングなど、障害者その他の関係者の意見を反

映させるために必要な措置を講ずるとともに、作成後は対応要領を公表しなければならな

いこととされています。 

「（２）対応要領と対応指針の記載事項」ですが、基本方針では、次の５つ、趣旨、不

当な差別的取扱い及び合理的配慮の基本的な考え方、同具体例、相談体制の整備、職員へ

の研修・啓発が、記載事項として示されています。 

次に、「３ 地方公共団体等における対応要領に関する事項」です。ここでは、地方分

権の趣旨に鑑み、法においては努力義務としていることを説明のうえ、地方公共団体等に

おいて対応要領を作成する場合には、２（１）及び（２）に準じて行われることが望まし

いと規定されています。 

次に、「４ 主務大臣による行政措置」です。これは、対応指針のみに適用となります

が、行政措置に至る事案を未然に防止するため、主務大臣は、事業者からの照会、相談に

丁寧に対応するなどの取組を積極的に行うこととされております。 

次に、「第５ その他障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策に関する重要事

項」です。まず、「１ 環境の整備」ですが、バリアフリー化、意思表示やコミュニケーシ

ョンを支援するための人的支援、情報アクセシビリティの向上、職員に対する研修等、環

境の整備の施策を着実に進めることが必要であることが示されています。 

次に、「２ 相談及び紛争の防止等のための体制の整備」ですが、新たな機関は設置せ

ず、既存の機関等の活用・充実を図ることとし、相談窓口の明確化、相談や紛争解決など

に対応する職員の業務の明確化、専門性の向上などを図ることにより体制を整備すること

とされています。 

次に、「３ 啓発活動」ですが、行政機関等における職員に対する研修、事業者におけ

る研修、地域住民等に対する啓発活動に積極的に取り組み、国民各層の障害に関する理解

を促進することとされています。 

次に、「４ 障害者差別解消支援地域協議会」ですが、地域における様々な関係機関が、

相談事例等に係る情報の共有、協議を通じて、各自の役割に応じた事案解決のための取組

や類似事案の発生防止の取組など、地域の実情に応じた差別の解消のための取組を主体的

に行うネットワークとして組織することができることとされています。 

次に、「５ 差別の解消に係る施策の推進に関する重要事項」ですが、基本方針、対応

要領及び対応指針の見直し等を必要に応じて行い、充実を図ることとされています。国の

基本指針についての説明は以上です。 
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次に、「２ 今後の本市の取組み」についてです。国の基本指針で示された事項の中で、

本市が取り組んでいく事項については、次の３つとなります。 

まず、「１ 差別解消のための対応要領の作成」です。本市の事務事業における差別解

消のため、本市の職員の対応要領を検討いたします。なお、具体的事例について障害者団

体ヒアリングの実施を検討します。 

次に、「２ 相談窓口の設置の検討」です。障害者差別に関する相談に対応するため、

相談窓口の設置を検討いたします。 

次に、「３ 障害者差別解消支援地域協議会の設置の検討」です。本市における障害者

差別解消支援地域協議会の設置を検討いたします。 

障害者差別解消法への対応についての説明は、以上です。 

（入江会長） ただいまの説明に対しまして、ご意見等はございますか。ここに国が「指

針」として示しているのですが、これをよく読んでみると、全て常識を繰り返し述べてい

るように見えます。従来から指摘されているパワーハラスメント、セクシャルハラスメン

ト、マタニティハラスメントなどと共通する部分がかなりあるわけです。指針としてたく

さん書いてあるけれども、これを実際の行動に移そうと思うと、そんなに難しいことでは

ありません。いま説明にあったことをそのまま整理して行動すれば実行できるのではない

かと思います。 

ところで、私から一つ質問ですが、法の対象範囲にある事業者についてです。「同種の

行為を反復継続する意思をもって行う者」とありますが、この「同種の行為」とは何を指

すのでしょうか。 

（柏原障害者自立支援課長） 障害者自立支援課長でございます。この「同種の行為」と

は、いわゆる一定の同じこと、これは商業における販売など具体的なもの以外の、例えば

ＮＰＯ法人やボランティア活動における支援や援助などの行為を想定していると思われま

すが、そうした非営利団体のいわゆる支援的な行為や地域の担い手としての活動のような

事業であっても、継続的におこなっている組織や事業体については法の対象範囲であると

考えております。 

（入江会長） わかりました。その他にご意見等はございますか。はい、高山委員、どう

ぞ。 

（高山委員） 千葉市身体障害者連合会の高山です。意見ではなく参考までに情報提供で

す。最近、日本身体障害者団体連合会という我々の上部団体から、具体的な差別事例や配

慮事例を挙げてほしいというアンケートが来ました。各事業者が「何が差別にあたるのか」

「どこまでが差別なのか」「どの程度までの配慮が求められるのか」などについて、具体的

なものが何もなくてわからないため、障害のある本人又は家族・介助者などから事例を集

めたいということで、障害者団体等を通じてアンケートを行っているようです。日本身体

障害者団体連合会以外にも日本盲人会連合からも同様のアンケートが来ています。 

例えば、ホテルや食堂において、補助犬と同伴の障害者と、動物アレルギーのある方の

双方に対して、どういう対応が求められるのかということです。アレルギーのある方に配

慮して補助犬の入場を断った場合には差別に当たるのか。差別にあたるとするなら、補助
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犬を入場させなければならないが、それはアレルギーのある方に対する差別にならないの

か。このように、対応に困るようなケースもたくさんあるということで、事業者は困って

いるようです。最近そのようなアンケートが来ているということをご報告しておきます。 

（入江会長） ありがとうございます。はい、それでは続いて髙野委員。 

（髙野委員） 今の高山委員のお話に関して、千葉県が「障害のある人もない人も共に暮

らしやすい千葉県づくり条例」を作る時に、関係者から今のようなことに関する様々な事

例を集めました。それをもとに条例を作っていますので、その時に「これは差別に当たる」

「そうではない」というような、ある一つの基準みたいなものができています。それが参

考になるのではないかと思います。 

（入江会長） はい、ありがとうございます。今、委員の方々のお話を聞いていて気が付

いたのですが、誤解を恐れずに言うとすれば、ある一部の方を大事にするあまり、他の人

よりも一生懸命に優遇しすぎると逆差別になってしまうのです。だから、自然に対等に向

き合うということが理想的な形かもしれません。 

はい、他にご意見ございますか。無いようですので、議題の(５)を終了いたします。 

それでは最後に、さきほどまでの５つの議題に関係なく、ご意見等言っておきたいこと

があればお願いします。はい、大石委員、どうぞ。 

（大石委員） 一つ確認させていただきたいことがあります。障害者総合支援法で居宅サ

ービスや家事援助を受けていたとします。それが６５歳になったため、介護保険で「要支

援２」等の認定を受けると、同じ家事援助の利用できる時間が減ったりします。総合支援

法で「これだけの支援が必要」ということで支給されていたものが、介護保険では受けら

れるサービスの時間が減ってしまった場合、その足りない部分は総合支援法で補ってもら

えるのでしょうか。 

（入江会長） 先ほどのご意見と一部重複しますが、事務局から説明をお願いします。 

（根岸障害福祉サービス課長） 障害者総合支援法の中で「介護保険の優先」ということ

が謳われています。障害者総合支援法の中で援護できるのは、「まず介護保険を使い、不足

分を総合支援法で補う」、あるいは「介護保険にない部分について、総合支援法を使う」と

いうようなルールになっております。その辺の運用は、自治体によって差がある部分では

ありますが、本市においてはそういうルールでやっております。 

（大石委員） はい、ありがとうございます。 

（入江会長） 私は平成７年から介護保険の審査委員をやっておりますが、私から１点追

加で申し上げますと、介護保険の認定は段階的になっており、要支援１・２、要介護１・

２・３と上がって行くものですから、移行帯、つまり「要支援２」と「要介護１」の間に

いる人は、審査の仕方によって「要支援」になったり「要介護」になったりする部分があ

ります。それは審査会で決めた以上は決定事項なのですが、確かに移行して「この間まで

要介護１だったのに、何で要支援２になったのか」ということも、介護保険の現場では起

こっているので、そういう例の可能性もあります。その境目にいる人たちが結構多いので

す。 

（大石委員） 今、会長が介護保険の審査委員であると伺ったので、一つ希望を申し上げ
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ます。６５歳になったら介護保険の認定を受けることになっているのですが、その認定に

関しては視覚障害に関する部分がほとんど無いのです。手が上がるか下がるか、足が上が

るか、起きられるか、そういう項目しかないのです。そのような項目なので、割とできて

しまうところがあるのですが、視覚障害者が困ることはそういうことではないので、６５

歳になって介護保険の認定を受けなさい、とするのであれば審査項目に視覚障害に関する

項目も入れてほしいと思います。 

（入江会長） わかりました。ご意見として承りますが、介護保険の認定方法につきまし

ては、国の制度で全国共通でありまして、私どもで変えるわけにもいきません。それから、

現実のやりとりとして、自分の患者さんの審査をしてはいけませんし、誰が受けたかわか

らないような形で審査をします。誠に申し訳ないのですが、そういう声を国にあげていた

だければと思います。それによって制度改正に繋がったりすれば、また変わってくると思

うのですが。申し訳ございません。 

 他にどなたかご意見はございますか。自由な発言で結構でございます。無いようですの

で、事務局から「その他」について、何かございますか。 

（柏原障害者自立支援課長） 今後の予定でございますが、本日の議題でも触れました、

本市における障害者差別解消法への対応について、本協議会において報告をさせていただ

きたいと考えております。詳細が決まり次第、事務局より連絡をさせていただきますので、

よろしくお願いいたします。以上でございます。 

（入江会長） それでは予定されておりました議題は、これで終了いたします。今日の議

事録につきましては、事務局と私にお任せいただきたいと思います。本日は、ご協力あり

がとうございました。 

（若林障害者自立支援課課長補佐） 委員の皆様には、長時間にわたりご審議いただきあ

りがとうございました。最後に、お忘れ物のないよう、いま一度ご確認ください。 

本日は、どうもありがとうございました。 

 

午後８時２９分閉会 


